
廃棄物勘定に関する考察(1)

山 本 充

は じ め に

環境 ・経済統合勘定は,1国 あるいは特定地域の経済活動 と,環 境負荷や自

然環境の状態等 との関係 を総合的に表す国民経済計算のサテライ ト勘定であ

る。これに対 して,あ る特定の経済活動や環境領域,資 源に着 目して調製 され

るタイプの環境勘定 もあ り,森 林勘定やエネルギー勘定,廃 棄物勘定,環 境保

護支出勘定などがこれである。 これ らの勘定は,環 境 ・経済統合勘定のサテラ

イ ト勘定あるいはサブ勘定 とみなすことができ,個 別の環境問題の解決や政策

評価等のために環境 ・経済統合勘定を分割 ・表示 して,統 合勘定表よりも詳細

に表現 しようとするものである。わが国では,内 閣府経済社会総合研究所の委

託によ り財団法人 日本総合研究所がわが国の環境保護支出勘定 と廃棄物勘定

(以下,全 国表と呼ぶ)を 作成 し,統 合勘定に対 してより独立色の強い環境保

護支出勘定を統合勘定のサテライ ト勘定 として位置付け,廃 棄物勘定は統合勘

定の付表的な位置付けでサブ勘定としている。

本論文では,循 環型社会を目指 した地域の廃棄物問題の解決に資する廃棄物

勘定を構築するため,ま ず全国表に準 じた方法で北海道 を対象 とした廃棄物勘

定の試算 を行い,次 にその枠組みや帰属環境費用等の定義 ・推計方法を吟味 し,

廃棄物の発生抑制,使 用済み製品 ・部品の再使用,原 材料 としてのリサイクル

といった廃棄物 ・リサイクル対策に対応する廃棄物勘定への改良について検討

する。
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1.廃 棄物勘定の作成方法

現在試算されている廃棄物勘定は,廃 棄物処理 ・リサイクルに関す る実際の

生産 ・消費活動をSNA概 念 に従いマクロ経済統計 として把握するとともに,

併せて廃棄物処理に伴 う環境負荷を帰属環境費用 として貨幣換算 し,こ れを実

際の廃棄物処理に要 した費用(廃 棄物に関する環境保護支出あるいは実際環境

費用 とも呼ぶ)と 比較 しようとするものである。したがって,廃 棄物の処理に

関 して実際に支出された費用 と,本 来支出されるべきであったが支出されなか

った費用の全容を明示 しようとしている。

廃棄物勘定表 としては,廃 棄物 ・リサイクル関係の計数を明示する 「廃棄物

勘定基本表」(以 下,単 に廃棄物勘定表 と呼ぶ)と,そ れ らの計数を生産部門

別等に細分表示 した 「部門分割表」が作成されている。 しかしなが ら,こ れ ら

の計数は金額表示のものであ り,そ の計数の大 きさは必ず しも環境質の状態を

反映するものではない。これら金額表示の数値は,環 境質の状態に直結する物

量デー タと併せることによってはじめて,環 境 ・経済分析に役立つ ものとなる

ため,廃 棄物処理 ・リサイクルに関する物量データを集めた物量表 も併せて作

成されている。廃棄物処理に伴 う環境負荷の貨幣換算については,1財 団法人 日

本総合研究所の 「環境 ・経済統合勘定の確立に関する研究報告書」(平成10～12

年度 内閣府委託調査)で は 「維持費用評価法」によって推計している。つま

り,廃 棄物処理に伴 う環境負荷 を物量デ」タで把握 し,そ の環境負荷 を削減す

るために現 に実施されている対策に要する費用を推計し,環 境負荷量に費用原

単位 を乗 じて,負 荷量の貨幣換算値を算出するというものである。このような

維持費用評価法による環境負荷の貨幣換算値の持つ意味は,環 境負荷を費用原

単位 によりウエイ ト付 けることで,現 に生 じている環境負荷を削減するために

必要な費用規模のイメージを表し,異 なる環境負荷 をその削減に要する費用の

面か ら比較可能なものにすることにある。 したがって,環 境問題に対す る費用

負担の大 きさか らの比較であ り,環 境に与えるダメージの大 きさや深刻 さに基

づ く環境問題解決の優先度等 を比較できるものではない。
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1.1環 境費用の推計範囲

廃棄物の法律上の定義は,「 ごみ,粗 大 ごみ,燃 え殻,汚 泥,ふ ん尿,廃 油,

廃酸,廃 アルカリ,動 物の死体その他の汚物又 は不要物であって,固 形状又は

液状の もの(放 射性物質お よびこれによって汚染されたものを除 く。)」(廃棄

物の処理及び清掃 に関す る法律第2条 第1項)と されている。全国表の作成に

おいて も,基 本的にこの定義 に従っているが,「 ふん尿」及び 「汚水 として公

共用水域 に排出される液状廃棄物(動 物のふん尿を含む)」 は水質汚濁原因物

質 として既に水質汚濁にかかる帰属環境費用の推計対象 としているため,勘 定

では廃棄物の範囲か ら除外 されている。

また,現 在の廃棄物勘定では,廃 棄物の処理過程において発生す る環境問題

に主眼を置いているため,次 の3つ の環境問題 に対する環境費用の推計を行っ

ている。

・処理 ・再生過程に伴 う環境汚染

排水溝や煙突か ら環境申に放出される環境汚染物質によるもの。

・最終処分に伴 う環境悪化

最終処分が適正に行われる限 り原則 として最終処分地外に環境悪化が生

ずることはないはずであるが,少 なくとも最終処分地か らの排水 による水

質汚濁が検討の対象 となるほか,最 終処分地 としての土地利用 自体を環境

の悪化 と見 ることも考えられる。

・不法投棄による環境悪化

最終処分 に伴う環境悪化 と同様のことが考えられるが,加 えて不法投棄

された場所 自体の土壌 ・地下水汚染が検討の対象 となる。

(財団法人日本総合研究所 「環境 ・経済統合勘定の確立に関する研究報

告書」(平 成10～12年 度 内閣府委託調査)よ り引用)
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1.2廃 棄物勘定における環境費用の推計対象

以下には,全 国表で選定されている環境費用の推計対象 を記す。

(1)環 境保護支出(実 際環境費用)

a.産 業

1)廃 棄物処理(産 業)サ ービス

2)リ サイクル製品:ガ ラス屑 ・ガラスビン等,古 紙,鉄 屑,非 鉄金属

3)公 害防止施設

・大気汚染防止施設

(硫黄酸化物 を処理する施設,窒 素酸化物 を処理する施設,ば いじん

を処理する施設,有 害物質を処理する施設,ば い煙などの拡散用煙突,

粉 じんを防止する施設,特 定物質を処理する施設,重 油脱硫装置,悪

臭を防止する装置,そ の他付属施設)

・水質汚濁防止施設

(COD処 理施設,汚 水又は廃液 を処理する施設及び除外施設,船 舶

廃油の処理施設,そ の他付属施設)

・騒音 ・振動防止施設

・産業廃棄物処理施設

・公害防止関連施設

b.政 府

政府 の環境 関連の財貨 ・サービスの最終消費支 出や固定資本形成 は

93SNAの 一般政府 目的別支出の うち環境保護の計数を使用 している。 こ

れは68SNAの 「経済サービス」のうち公益事業分 と 「住宅 ・地域開発」

のうち環境衛生分が移行 した ものであ り,下 水道サービス,環 境行政及び

その他の環境サービスを含 んでいる。政府の環境関連の財貨 ・サービスの

中間消費等の生産活動にかかる計数は,次 の項 目の政府サービスを推計 し

計上 している。

1)廃 棄物処理(公 営)

2)下 水道
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(2)帰 属環境費用

帰属環境費用は,自 然資産の種類別 ・環境影響の範囲別 に以下の4つ の環

境問題 を推計の対象 とし,原 則として経済部門別に費用を推計 している。こ

れ らの環境問題は,推 計の基礎 となる環境統計の充実の程度,環 境問題と経

済活動の関わりの大きさ ・深 さ,環 境問題に対する社会的関心の程度 と政策

的ニーズ等によ り取 り上げられている。

a.廃 物の排出

1)大 気汚染:硫 黄酸化物(SOx),窒 素酸化物(NOx)

2)水 質汚濁:生 物化学的酸素要求量(BOD),化 学的酸素要求量(COD)

BODま たはCODに よる水質汚濁の推計においては,廃 棄物の中間

処理施設や最終処分場からの排水による水質汚濁の汚濁発生量が把握で

きておらず,推 計対象 としていない。

3)廃 棄物の最終処分

b.土 地 ・森林等の使用

1)土 地開発

2)森 林伐採

これらについても,産 業廃棄物最終処分場の設置による土地利用面積

を把握できないため,推 計対象 としていない。

C.資 源の枯渇

・地下資源の採取:石 炭,石 灰石,亜 鉛

・原油の輸入

廃棄物処理に伴 う地下資源利用による資源枯渇の帰属環境費用が考え

られるが,勘 定表には計上 していない。

d.地 球環境への影響

地球温暖化:二 酸化炭素(CO2)の 排出

e.自 然資産のその他の使用

騒音,振 動,景 観破壊等,ア メニティ関連の帰属環境費用の推計が考え

られているが,現 段階では推計を行なっていない。
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2.廃 棄物勘定表 ・物量表 ・部門分割表の推計

本章では,北 海道をケース ・スタディ地域 とした廃棄物勘定の試算を行 う。

2.1廃 棄物勘定表の基本構造

廃棄物勘定表の基本構造は表1に 示す通 りで,行 列の構成は,大 項 目で行が

9項 目,列 が11項 目か ら成 り,全 体では30行46列 の構成 となっている。全国表

と異なる部分は移出入が挿入 されている点であり,基 本的には全国表 と同様 に

93SEEAの 表形式 を踏襲 したものである。

2.2廃 棄物部門分割表の基本構造

[1]列 項 目の構成要素

(1)生 産活動

産業連関表の13部 門統合表を基に,以 下の統合 ・分割等を行なう。

1)農 林水産業は,農,林,水 産に3分 割する。

農業(耕 種農業,畜 産 ・養蚕,農 業サービス)

林業

水産業(漁 業,内 水面漁業)

2)製 造業は,軽 ・重工業 と素材 ・加工型に5分 割する。

軽工業

素材型(パ ルプ ・紙,窯 業 ・土石)

加工型(食 料品,繊 維,そ の他製造業)

重工業

素材型1(化 学,石 油 ・石炭製品)

素材型II← 次金属,金 属製品)

加工型(一 般機械,電 気機械,輸 送機械,精 密機械)

3)金 融 ・保険 と不動産を統合する。

4)運 輸と通信 ・放送を統合する。

5)サ ービス と分類不明を統合する。
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6)政 府サービス生産者 を入れる。

7)対 家計民間非営利サービス生産者を入れる。

8)対 家計外消費支出(企 業消費)を 入れる。

(2)最 終消費支出,地 域内総固定資本形成,在 庫純増,輸 移出

313

最終消費支出,地 域内総固定資本形成,在 庫純増,輸 移出とし,最 終消

費支出及び地域内総固定資本形成は公的と民問に分ける。

(3)合 計

生産活動,最 終消費支出,地 域内総固定資本形成,在 庫純増及び輸移出

の合計(=道 内生産額)を 記載する。

[2]行 項 目の構成要素

行項目の構成要素は次の とおりとした。

(01)廃 棄物サービスの利用

(02)産 業

(03)政 府

(04)リ サイクル財の産出

(05)ガ ラスびん ・ガラス屑等

(06)古 紙

(07)鉄 屑

(08>非 鉄金属屑

(09)廃 棄物処理(01)一 リサイクル財(04)

(10)廃 棄物処理の帰属環境費用

(11)廃 棄物焼却による大気汚染

(12)廃 棄物焼却による地球温暖化

(13)廃 棄物の最終処分

(14)産 出

産出は,平 成7年 度道民経済計算年報の道内産出額(参 考 一1道 内

産出額内訳表)を 使用する。
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(15)粗 付加価値

粗付加価値は,平 成7年 度道民経済計算年報の道内総生産(参 考一2

道内総生産内訳表)を 使用する。

2.3廃 棄物 ・リサイクルの物量表の基本構造

[1]列 項 目の構成要素

列項 目の構成 要素は廃棄物勘定表の 「政府サービス生産者」 を 「公務」に変

更 し,「(控 除)輸 入」 ・ 「(控除)移 入」を加 える。

[2コ 行項 目の構成要素

行項 目の構成要素は次の通 りである。

(1)廃 物の排 出

固形廃棄物

一般廃棄物

1)一 般廃棄物の排 出量

2)一 般廃棄物の最終処分量

産業廃棄物

3)産 業廃棄物の排 出量

4)産 業廃棄物の最終処分量

(2)リ サイクル財の発生量

5)古 紙の発生量

6)鉄 屑の発生量

(3)廃i棄 物処理に伴 う排出量

7)NOx排 出量

8)SOx排 出量

9)CO2排 出量

2.4廃 棄物勘定表の推計

廃棄物処理サー ビスの生産 ・消費のデータとしては,産 業連関表の投入 ・産
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出表から廃棄物処理(産 業)と 廃棄物処理(公 営)の 計数を使用する。

また,リ サイクルの状況を表すデータは非常に乏 しいのが現状であ り,加 え

て産業連関表の全国表では付帯表 として屑 ・副産物表があるが,地 域表では作

成 されていない。そこで,地 域産業連関表からガラス屑 ・古紙 ・鉄屑 ・非鉄金

属屑 といった 「リサイクル される財」の投入 ・産出データを推計することで

「屑 ・副産物表」(表2)を 作成し,そ れを使用 した。

[1]廃 棄物処理に係る環境保護支出の推計

(1)産 出額(列1)

行05)産 業の廃棄物処理サービス

廃棄物処理(産 業)の 産出表の道内総生産額53,222百 万円を計上す

る◎

行06)政 府の廃棄物処理サービス

廃棄物処理(公 営)の 産出表の道内生産額46,695百 万円を計上する。

(2)生 産活動(列7)

1)産 業(列8)

① 産業の内部的廃棄物処理サービス(列11)

行08)そ の他の財貨 ・サービス

全国の試算では,通 産省の公害防止施設投資調査による投資額

を基礎資料 として使用 している。しか しなが ら,都 道府県別デー

タが公表されていないことか ら 「日本銀行調査統計局 『都道府県

別経済統計』」にある北海道 と全国の設備投資額か ら北海道の比

率(平 成7年 度では2.4%)を 求め,全 国の推計値に乗 じて推計

した(2,507百 万円)。 したがって,こ のセルにおいては,1988年

から1995年 までの産業廃i棄物処理施設の累積設備投資額2,507百

万円に,全 国と同じ維持管理費用率10%を 乗 じた251百 万円を内

部的産業廃棄物処理にかかる維持管理費用 とした。 また,中 間投

入額も全国と同様に産業連関表の化学産業の中間投入率63.0%を

使用 した158百 万円を計上する。
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中間投入額251×0.63=158百 万円

行11)廃 棄物処理資産の固定資本減耗

廃棄物処理の維持管理費用251百 万円と資本減耗の比率4.8%を

用いて推計 した12百 万円を計上する。

固定資本減耗251×0.048・12百 万円

行21)間 接税

統合勘定表と同様にデータが把握できないためゼロを計上する。

行25)雇 用者報酬

廃棄物処 理の維持管 理費用251百 万 円 と雇用 者報酬 の比 率

11.3%を 用いて推計 した28百 万円を計上する。

雇用者報酬251×0,113=28百 万円

② 産業の外部的廃棄物処理サービス(列12)

行03)環 境関連の財貨 ・サービス

産業連関表の廃棄物処理(産 業)の うち,下 水道処理サービス

への投入額276百 万円を計上する。

行04)～ 行06)産 業 ・政府の廃棄物処理サービス

いずれ もゼロを計上する。

行08)そ の他の財貨 ・サービス

産業廃棄物処理業者の中間投入額として,産 業関連表の廃棄物

処理(産 業)の15,801百 万円,宿 泊日当408百 万円,交 際費477百

万円,福 利厚生費728百 万円を合計する。この合計額17,414百 万

円から 「下水道処理サービスへの投入額」を控除 した17,138百 万

円を計上する。

行11)廃 棄物処理資産の固定資本減耗

産業廃棄物処理業者の固定資本減耗として,産 業連関表の廃棄

物処理(産 業)の 資本減耗引当2,560百 万円を計上する。

行21)間 接税

産業廃棄物処理業者に係る間接税 として,産 業連関表の廃棄物
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処理(産 業)の 間接税(除 関税 ・消費税)3,107百 万円を計上する。

行23)廃 棄物処理の補助金

産業廃棄物処理業者に対する補助金として,産 業連関表の廃棄

物処理(産 業)の 経常補助金11百 万円をマイナス計上する。

行25)雇 用者所得

産業廃棄物処理業者に係 る雇用者所得 として,産 業連関表の廃

棄物処理(産 業)の 雇用者所得24,138百 万円を計上する。

行26)営 業余剰

産業廃棄物処理業者の営業余剰 として,産 業連関表の廃棄物処

理(産 業)の 営業余剰6,014百 万円を計上する。

③ 産業のその他の生産活動(列13)

行05)産 業の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(産 業)の 生産活動の利用額である内

生部門計46,259百 万円から,政 府サービス生産者の利用額13,257

百万円 と対家計民間非営利団体サー ビス生産者の利用額1,282百

万円を引いた31,720百 万円を計上する。

行06)政 府の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 生産活動の利用額である内

生部門計3,094百 万円から,政 府サービス生産者の利用額720百 万

円 と,対 家計民間非営利団体サービス生産者の利用額29百 万円を

引いた2,345百 万円を計上する。

2)政 府(列15)

① 政府の財貨 ・サービス(列17)

行03)環 境関連の財貨 ・サービス

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の うち,下 水道か らの投入額

180百 万円を計上する。

行04)～ 行06)産 業 ・政府の廃物処理サービス

いずれもゼロを計上する。
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行08)そ の他の財貨 ・サービス

公営廃棄物処理の中間投入額 として,産 業連関表の廃棄物処理

(公営)の 内生部門計13,631百 万円,宿 泊 日当482百 万円,交 際

費215百 万円,福 利厚生費856百 万円を合計する。この合計額15,184

百万円か ら 「下水道か らの投入額」180百 万円を控除 した15,004

百万円を計上する。

行11)廃 棄物処理資産の固定資本減耗

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 資本減耗引当の計数4,805

百万円を計上する。

行21)間 接税

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 間接税の計数271百 万円を

計上する。

行25)雇 用者所得

産業連関表の雇用者所得 に対する廃棄物処理(公 営)の 計数

26,435百 万円を計上する。

② 政府のその他の生産活動(列18)

行05)産 業の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(産 業)の 公務,国 公立の学校教育等

政府サービス生産者への産出額計13,257百 万円を計上する。

行06)政 府の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 公務,国 公立の学校教育等

政府サービス生産者への産出額計720百 万円を計上する。

3)対 家計民間非営利団体(列20)

行05)産 業の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(産 業)の 対家計民間非営利団体への

計数(私 立の学校教育,非 営利の医療 など)1,282百 万円を計上

する。

行06)政 府の廃棄物処理サービス
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産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 対家計民問非営利団体への

計数(私 立の学校教育,非 営利の医療など)29百 万円を計上する。

(3)最 終消費支出(列21)

1)道 内家計(列24)

行05)産 業の廃棄物処理サービス

産業連関表の廃棄物処理(産 業)の 家計最終消費として家計消

費支出6,963百 万円を計上する。

行06)政 府の廃棄物処理サー ビス

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 家計最終消費として家計消

費支出1,932百 万円を計上する。

2)対 家計民間非営利団体(列25)

産業 ・政府 ともゼロを計上する。

3)政 府現物社会移転(個 別消費)(列26)

行06)政 府の廃棄物処理サー ビス

産業連関表の廃棄物処理(公 営)の 政府の最終需要 として地方

政府個別消費支出41,669百 万円を計上する。 これは地方政府の自

己消費分である。

(4)生 産 される資産(列29)

1)人 工資産(列30)

① 環境保護資産のうち産業の廃棄物処理資産(列33)

行01)期 首ス トック

内部的環境保護活動の環境保護資産627百 万円と外部的環境保

護活動の環境保護資産7,892百 万円の合計8,519百 万円を計上す

る。

a.内 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

廃棄物処理施設の累積投資額2,507百 万円 と残存価額率か ら推計

するが,北 海道の残存価額率が把握できないため,全 国と同一の値

である25%を 使用する。
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投資額 ×残存価額率:2,507百 万円×0.25=627百 万円

b.外 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

全国の推計方法では,内 部的環境保護活動の環境保護資産総額に

廃棄物処理施設の比率0.037と 廃棄物処理事業者保有資産額の比率

2.7を 乗 じている。 しか しなが ら,北 海道における一般事業者 と処

理業者の最終処分場処理施設数を把握できないため,こ こでは全国

の産業廃棄物処理施設数 と北海道の産業廃棄物処理施設数の比率を

求め,国 の外部的保護活動の環境保護資産の値に乗 じることにより

按分する。

産業廃棄物処理施設数 全 国:14,473

北海道:645

645/14,473=0.04国 の値1,973億 円に0.04を 乗 じる。

1,973×0.04=78.92億 円

したがって,北 海道の外部的環境保護活動の環境保護資産は7,892

百万円 と推計。

c.aとbの 合計

627+7,892=8,519百 万円 」

行08)そ の他の財貨 ・サービス

a.内 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

全国の産業廃棄物処理施設の投資額(185億 円)に 全 国の設備投

資額 と北海道の設備投資額の比率2.4%を 乗 じることで推計 した北

海道の産業廃棄物処理施設の投資額445百 万円を計上する。

b.外 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

行01)の 期首ス トック推計項 目b.の 外部的環境保護活動の廃棄物処

理資産の推計値に,内 部的環境保護活動の環境保護資産総額に廃

棄物処理施設の比率0.037と 廃棄物処理事業者保有資産額の比率

2.7の 積0.1を 乗 じたものとする。

7,892百 万円×0.1=789百 万円
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c.aとbの 合計

445+789=1,234百 万円

行11)廃 棄物処理資産の固定資本減耗

産業の内部的廃棄物処理サービスの固定資本減耗の計数12百 万

円,産業の外部的廃棄物処理サービスの固定資本減耗の計数2,560

百万円の合計2,572百 万円をマイナス計上する。

行30)期 末ス トック

a.内 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

期首ス トックと同様な方法で次年度(平 成8年 度)の 産業廃棄物

処理施設の累積投資額2,778百 万円に残存価額率25%を 乗 じて推計

する。なお,平 成8年 度の産業廃棄物処理施設投資額のデータが把

握できないため,全 国の設備投資額 と北海道の設備投資額の比率の

平均値2.1%を 平成8年 度の全国の産業廃棄物処理設備投資額(184

億円)に 乗 じて推計 した。

2,714×0.25・679百 万円

b.外 部的環境保護活動の廃棄物処理資産

期首ス トックと同様な方法で推計する。

国の外部的環境保護活動の廃棄物処理資産

1,835億 円×0.04=73.4

したがって,北 海道の外部的環境保護活動の廃棄物処理保護資産

は7,340百 万円と推計。

c.aとbの 合計

679+7,340=8,019百 万円

② 環境保護資産のうちの政府の廃棄物処理資産(列34)

行01)期 首ス トック

期首ス トックとして,廃i棄物処理施設のス トック額を計上す る。

しかし,北 海道のデータが把握で きないため,全 国値に北海道 と

全国の廃棄物処理施設規模の比率を乗 じて按分する。また,廃 棄
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物処 理施設規 模 につ いて は,一 般廃棄物処 理の最終処 分場数 を利

用 す る。

一般 廃棄物処 理施設数 全 国:2
,392

北 海 道:226

226/2,392=0.09国 の 値54,800億 円 に0.09を 乗 じる。

54,800×0.09=4,932億 円

した が って,北 海 道 の外 部 的環境 保 護活 動 の環境 保 護 資産 は

493,200百 万 円 と推 計。

行08)そ の 他の財貨 ・サ ー ビス

期 首ス トックと同様 な方法 で推 計す る。

国の値9,815億 円 ×0.09=883。35億 円

したが って,北 海道 は88,335百 万 円 と推計 。

行11)廃 棄 物処理 資産の 固定資本減耗

この ス トック額 は粗 固定 資産 ス トッ ク額 で あ るた め計上 しな

い。

行30)期 末 ス トック

期首 ス トック と同様 な方法で推計 す る。

国の値58,013億 円 ×0.09=5,221.17億 円

したが って,北 海道 は522,117百 万 円 と推 計。

(5)輸 出 ・移 出(列44)・(列45)

行05)産 業 の廃棄物処 理サ ー ビス

デー タを把握 で きないためゼ ロを計 上す る。

[2コ 廃棄物処理に係る帰属環境費用の推計

(1)最 終処分に係る帰属環境費用の推計

1)最 終処分に係る帰属環境費用の定義と推計方法

① 最終処分に係る帰属環境費用の定義

廃棄物の再生又は中間処理に関する費用データに基づき,発 生した

廃棄物1単 位分を再生又は減量化するために必要な費用原単位を求
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め,こ れを廃棄物の最終処分廃棄物の最終処分量に乗ずれば,廃 棄物

の最終処分に係る帰属環境費用を求めることができる。なお,こ の考

え方については次章で記述する。

② 必要な物量データ

必要な物量データは,産 業廃棄物(産 業その他の生産活動),一 般

廃棄物(家 計の最終消費支出)に 関する,処 理形態別の量(発 生量,

中間処理量,最 終処分量,リ サイクル量(資 源化量又は再生利用量))

である。

③ 必要な貨幣データ

必要な貨幣データは産業廃棄物及び一般廃棄物の中間処理 ・再生利

用の費用である。

④ 帰属環境費用の計算式

【費用原単位】

(中間処理+再 生利用)費 用/(減 量化+再 生利用)量

【帰属環境費用】

最終処分量 ×費用原単位

2)廃 棄物の物量 ・貨幣データ

廃棄物の物量 ・貨幣データについて数値 を以下に示す。

① 一般廃棄物

a.物 量データ

発 生 量13,091千t/年

中間処理量:1,728千t/年

資 源 化 量:73千t/年

最終処分量:1,771千t/年

減 量 化 量:1,247千t/年

(減量化量=発 生量 一資源化量 一最終処分量)

b.金 額デー タ

ア)建 設改良費39,214百 万円
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工 事 費

中間処理施設

最終処分場

そ の 他

調 査 費

イ)処 理及び維持管理費

人 件 費

処 理 費

収集運搬費

中間処理費

最終処分費

車両等購入費

委 託 費

そ の 他

ウ)計

② 産業廃棄物

a.物 量データ1)

発 生 量

中間処理量

再生利用量:

最終処分量:

減 量 化 量:

b.金 額データ

百万円

1)1995年 の データが無いため,

第53巻 第1号

37,952百 万 円

20,003百 万 円

16,333百 万 円

1,616百 万 円

536百 万 円

50,417百 万 円

22,164百 万 円

7,937百 万 円

1,927百 万 円

3,038百 万 円

2,972百 万 円

997百 万 円

13,903百 万 円

1,808百 万 円

89,631百 万 円

:44,801千t/年

:42,929千t/年

27,483千t/年

6,501千t/年

8,944千t/年

(=発 生 量 一有価物 量 一再 生利用量 一最終処分 量)

産 業連 関表(投 入 表)の 廃棄 物処理(産 業)の 国内生産額53,222

やむ を得ず1994年 の数値 を使用 している。
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3)最 終 処 分 に係 る土 地 占有 の帰 属環境 費用

① 一般廃 棄物

一般廃 棄物 の減 量化 に要 す る費用 は
,中 間処 理費用 に基 づ き計算す

るこ ととし,区 分 されて いない費用 は中間処理量 と最終処 分量の比率

で配分 す る。

a.比 率

中間処 理量比率:1,728/(1,728+1,771)=O.493g

最 終 処 分量比率:1-0.4939=0.5061

b.建 設 改良費

工事 費の うち中間処理施 設20,003百 万 円

調査 費の うち中間処理施 設分 は調査 費 を中間処 理量 と最終処分量

の比率 で配分536×0.4939=265百 万 円

c.処 理 及び維持管 理費

人件 費は 中間処 理量 と最終 処分量 の比率 で配分

22,164×0.4939=10,947百 万 円

中間処 理費3,038百 万 円

車両購 入費 は中間処理量 と最終処 分量の比率 で配分

997×0.4939=492百 万 円

委託 費は 中間処 理量 と最終 処分量 の比率 で配 分

13,903×0.4939=6,867百 万 円

そ の他 は中 間処 理量 と最終 処分量 の比 率で配分

1,808×0.4939=893百 万 円

d.合 計42,505百 万 円

したがって,費 用 原単位 は,

42,505/(3,416+200)=11.75百 万 円/(t/日)

以 上 に よ り,帰 属 環境費用 を算 出する と,

4,852×11.75・57,011百 万 円

で ある。
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② 産業廃 棄物

産業廃 棄物 の減 量化 に要 す る費用 は,国 内生 産額53,222百 万 円 を最

終処分量 と(再 生 利用量+減 量化量)で 按分 して求め るこ ととす る。

a.再 生+減 量化 費用

53,222×(44,801-6,501)/44,801=45,499百 万 円

b.費 用 原単位

45,499/(27,483+8,944)=1.249百 万 円/(千t/年)

c.帰 属 環境費用

6,501×1.249=8,120百 万 円

4)部 門分割

一般廃棄物の帰属環境費用は政府の環境保護活動へ,産 業廃棄物の帰

属環境費用は産業の外部的環境保護活動へ計上する。帰属環境費用の部

門分割は次の通りである。

産業の外 部的環境保 護活動

政府の環境保 護活動

合計

(2)焼 却 に係 る帰属 環境 費用の推計

1)焼 却 に係 る大気汚染 の帰属環境 費用 の推 計

① 廃 棄物 の焼 却炉 か らの排 出量

SOx(SO2換 算)228千 ㎡/年

SO2の 密 度 は2.94218kg/㎡

228千 ×2.94=670,320kg

この うち,

廃 棄物 の焼却 炉 か らの排 出量 は48千 ㎡/年

180千 ×2.94=529,200kgよ り,529t

48千 ×2.94=141,120kgよ り,141tと 推 計 。

NOx(NO2i換 算)497千 ㎡/年

8,120百 万 円

57,011百 万 円

65,131百 万 円

より,排 出量は670tと 推計。

一般廃棄物の焼却炉からの排出量は180千 ㎡/年
,産 業
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NO2の 密 度 は2.04294kg/㎡

497千 ×2.04=1,013,880kgよ り,排 出量 は1,013tと 推 計 。

この うち,一 般廃 棄物 の焼 却炉 か らの排 出量 は429千 ㎡/年,産 業

廃 棄物 の焼 却炉 か らの排 出量 は68千 ㎡/年

429千 ×2.04=875160kgよ り,

68千 ×2.04=138720kgよ り,

② 費用原 単位

SOx42,1百 万 円/千t

NOx103.6百 万 円/千t

(全 国 と同 じ値 を使 用,

位 を使用)

帰 属環境 費用

875t

138t と推 計。

NOxの 費用原単位は排煙脱硝装置の原単

③

排出量に費用原単位 を乗 じて推計する。

SOx28百 万 円

NOx105百 万円

合計133百 万円

④ 部門分割

一般廃棄物の焼却分 を政府の環境保護活動へ ,産 業廃棄物の焼却分

を産業の外部的環境保護活動に計上する。

一般廃棄物SOx22百 万円

NOx91百 万円

合計113百 万円

産業廃棄物SOx6百 万円

NOx14百 万円

合計20百 万円

2)焼 却 に係る地球温暖化の帰属環境費用

① 廃棄物の焼却炉からのCO2排 出量

一般廃棄物 については,全体の焼却量に排出係数0.24tC/(ご みt)
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をかけあわせ て得た。産業廃棄物については,「廃油」お よび 「廃 プ

ラスチ ック」の焼却量にそれぞれ排出係数0.8tC/(ご みt),0.7tC

/(ご みt)を 掛け合わせて排出量を算出した。

一般廃棄物の焼却によるCO2排 出量367千Cト ン

産業廃棄物の焼却によるCO2の 排出量215千Cト ン

合計582千Cト ン

② 全体の超過排出率

CO2発 生量か らCO2吸 収量 を差 し引いてCO2の 超過排出量を算出

し,そ のCO2超 過排出量 をCO2発 生量で割ることで超過排出率 をも

とめる。 ここでは,森 林によるCO2吸 収量を対象 とし,次 の計算式

によりCO2吸 収量 を算定 した。

森林によるCO2吸 収量={森 林の成長量(㎡)一 森林の伐採量(㎡)}

×炭素含有率 ×容積密度数

炭素含有率=o.5容 積密度数=0.45(t/㎡)

したがって,CO2吸 収量は

(12,752-4,859)×0.5×0.45=1,775千Cト ン

CO2の 超過排出量=CO2発 生量 一CO2吸 収量

CO2超 過発生量は,14,400-1,775=12,625千Cト ン

CO2の 超過発生率は,12,625/14,400=0.877

③ 廃棄物の焼却炉か らの超過CO2排 出量

廃棄物の焼却炉か らのCO2排 出量 にCO2の 超過排出率 を乗 じて推

計する。

582×0.877=510千Cト ン

④ 費用原単位 ・上位

9,705円/Cト ン(全 国と同じ値を使用)

⑤ 廃棄物の焼却炉 にかかる帰属環境費用

510×9,705×10-3・4,950百 万円

⑥ 部門分割
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廃棄物のCO2排 出量の内訳は次のとお りである。()内 は構成比

率をあ らわす。

政府367千Cト ン(63.1%)

産業215千Cト ン(36。9%)

合計582千Cト ン

帰属環境費用の部門分割は,政 府の廃棄物の焼却分を政府の環境保

護活動へ,産 業の廃棄物の焼却分を産業の外部的環境保護活動 に計上

することとする。帰属環境費用の部門分割は廃棄物の発生量比率を用

いて推計する。

政府の環境保護活動

産業の外部的環境保護活動

合計

[3]リ サイクルに係 る推計

(1)廃 棄物勘定表への リサイクルの記入

3,123百 万 円

1,827百 万 円

4,950百 万 円

屑 ・副産物発生および投入表中のいわゆる屑(ガ ラス屑 ・ガラスびん等,

古紙,鉄 屑,非 鉄金属)を 行に 「リサイクル(さ れる)財 」として掲げる。

これ らが,各 列の生産 ・消費活動などに投入 されるので,各 列にその投入

額が計上 される。

屑 ・副産物発生および投入表とは,屑 および副産物が どの部門で どれだ

け発生 したか,ま たは,消 費 されたかを表にまとめた ものである。全国表

の屑 ・副産物発生および投入表は,産 業連関表の生産物の生産および投入

が区別できるように,取 引基本表の付帯表として作成されたものである。

しかしながら,こ の表は地域表では作成 されていないため,古 紙 鉄屑,

非鉄金属屑については産業連関表のデータを利用 し,産 業連関表にデータ

がないその他のガラス製晶,そ の他の窯業原鉱物については全国の生産額

における屑 ・副産物の発生お よび投入の比率を求め,北 海道の生産額に乗

じて推計 し,北 海道の屑 ・副産物発生および投入表 を作成 した(表2)。

一方,こ れらの リサイクル財は,各 列の生産 ・消費活動などに伴って発
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生す るものであるため,各 列の中に 「リサイクル財の産出」の列を新設 し,

その産出額のみをその列に計上す る。「リサイクル財の産出」の列の挿入

箇所は次のとお りである。

① 輸入(「 リサイクル財」 と表記 し,分 割する。)

② 生産活動

1)産 業(そ の他の生産活動)

2)政 府(そ の他の生産活動)

③ 最終消費

1)家 計

④ 生産 される資産

1>そ の他の人工資産中に産業 と政府 を分割表示する。

(2)リ サイクルの推計

リサイクルの廃棄物勘定表へ適用する数値を以下に示す。

① リサイクル財の推計(行07)

a.産 出額(列1)

屑 ・副産物表(発 生額)の 合計から輸入を差 し引いた額14,304百 万

円を計上する。

b.輸 入(列4)

屑 ・副産物表(発 生額)の 輸入(関 税等を含 む)額2,965百 万円を

計上す る。

c.需 要計(列6)

屑 ・副産物表(発 生額)の 合計17,269百 万円を計上する。

d.産 業のその他の生産活動(列13)

屑 ・副産物表(投 入額)の うち産業(調 整項 を含む)分13,630百 万

円を計上する。

e.家 計の最終消費支出(列23)

ゼロを計上する。

f.産 業のその他の人工資産(列37)
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屑 ・副産物表(投 入額)の 原材料在庫純増額73百 万円を計上する。

9.輸 出(列44)

屑 ・副産物表(投 入額)の 輸出額520百 万円を計上す る。

h.移 出(列45)

屑 ・副産物表(投 入額)の 移出額3,046百 万円を計上する。

② 産出額の推計(行27)

a.産 業のその他の生産活動におけるリサイクル財の産出(列14)

屑 ・副産物表(発 生額)の 産業分4,382百 万 円を計上する。なお,

公共事業分21百 万円が建設業に含まれている。

b.政 府のその他の生産活動におけるリサイクル財の産出(列19)

屑 ・副産物表(発 生額)の 公共事業分21百 万円は産業に計上するた

め,政 府はゼロを計上する。

c.家 計のリサイクル財の産出(列27)

屑 ・副産物表(発 生額)の 家計消費支出1,562百 万円を計上する。

d.産 業のその他の人工資産(列37)

屑 ・副産物表(発 生額)の 地域内総固定資本形成(民 聞)分6,964

百万円を計上する。

e.政 府のその他の人工資産(列38)

屑 ・副産物表(発 生額)の 地域内総固定資本形成(政 府〉分1,396

百万円を計上する。

[4]帰 属環境費用の廃棄物勘定への計上

廃棄物にかかる帰属環境費用の廃棄物勘定表へ計上する数値 を以下に示す。

(1)産 業の廃棄物処理に係る外部的環境保護活動(列12)

行16)廃 棄物処理関係の地球温暖化:1,827百 万円を計上する。

行17)廃 棄物処理関係の最終処分:8,120百 万円を計上する。

(2)産 業のその他の生産活動(列13)

行15)廃 棄物処理関係の大気汚染:20百 万円を計上する。

(3)政 府の廃棄物処理に係る環境保護活動(列17)
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行15)廃 棄物処理関係の大気汚染:113百 万円を計上する。

行16)廃 棄物処理関係の地球温暖化:3,123百 万円を計上する。

行17)廃 棄物の最終処分:57,011百 万円を計上する。

(4)生 産されない資産のうち大気(列41)

行15)廃 棄物処理関係の大気汚染:133百 万円をマイナス計上する。

行16)廃 棄物処理関係の地球温暖化:4,950百 万円をマイナス計上す

る。

(5)生 産 されない資産の うち土地(列42)

行17)廃 棄物の最終処分

一般廃棄物の最終処分に係る帰属環境費用57 ,011百万円と産業

廃棄物の最終処分に係る帰属環境費用8,120百 万円の合計65,131

百万円をマイナス計上する。

[5]廃 棄物勘定表の推計結果

廃棄物勘定表の推計結果を表3に 示す。廃棄物勘定表の概要は以下の通 りで

ある。

(1)廃 棄物処理サービス

廃棄物処理サービスの供給計は999億17百 万円である。需要計は,999億

17百万円で,内 訳は生産活動493億53百 万円(産 業340億65百 万円,政 府139

億77百 万円,対 家計民間非営利団体13億11百 万円),最 終消費支出505億64

百万円(家 計88億95百 万円,政 府個別消費416億69百 万円)で ある。

(2)リ サイクル財

リサイクル財の供給計は172億69百 万円(産 出額143億4百 万円,輸 入29

億65百 万円)で ある。リサイクル財の需要計は172億69百 万円で,そ の内

訳 は産業の生産活動への投資額が136億30百 万 円,そ の他の人工資産が73

百万円,輸 出が5億20百 万円,移 出が30億46百 万円である。

(3)廃 棄物処理資産の固定資本減耗

廃棄物処理資産の固定資本減耗は73億77百 万円であ り,そ の内訳は産業

25億72百 万円,政 府48億5百 万円である。
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(4)廃 棄物処理の補助金の控除

廃棄物処理の補助金の控除は11百 万円であり,す べて産業である。

(5)廃 棄物処理関係の帰属環境費用

廃棄物処理関係の帰属環境費用は702億14百 万円であり,内 訳は大気汚

染1億33百 万円,地 球温暖化49億50百 万円,最終処分651億31百 万円である。
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表1廃 棄物勘定表の基本構造(1!2)
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網掛け部分は,廃 棄物処理 リサイクルに関係す るセルを表す。
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廃棄物勘定表の基本構造(212)表1
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表2屑 ・副産物発生及び投入表(112)
(単位 百万円)

部門名称 発生部門 名称(屑 ・副産物品目) 発生額 投入部門 名称 投入額

古 紙 出版 ・印刷 △10 洋紙 ・和紙 708

家計外消費支出 △13 その他の紙加工品 808

家計消費支出 △72 原材料在庫純増 73

流通在庫純増 △47 移出計 14

(控除)輸 入(普 通貿易) △1,418

(控除)輸 入商晶税 △43

計 △1,603 計 1,603

鉄 屑 熱問圧延鋼材 △310 銑鉄 5

熱間圧延後半製品 △5 フェロアロイ 0

鋼管 △38 粗鋼(転 炉) 923

冷問仕上鋼材 △57 粗鋼(電 気炉) 6,830

めっき鋼材 △73 その他の鉄鋼製品 80

鋳鍛造品 △81 輸出(普 通貿易) 488

鉄鋼 シャース リッ ト業 △30 移出計 12

建設用金属製品 △71 調整項 432

建築用金属製品 △29

ガス・石油機器及び暖厨房機器 △4

その他の金属製晶 △73

原動機 ・ボイラ △2

運搬機械 △4

その他の一般産業機械 △34

鉱山・土木建設機械 △21

化学機械 △9

金属加工・工作機械 △25

農業機械 ・繊維機械 ・食料加工品 △9

その他の特殊産業機械 △18

その他の一般機械器具及び部品 △4

電気音響機器 △4

民生用電気機器 △1

開閉制御装置及び配電盤 △11

配線器具 △15

自動車車体 △33

自動車用内燃機関・同部品 △9

自動車用部品 △24

鋼船 △69

船用内燃機関 △5

鉄道車両・同修理 △14

時計 △1

その他の製造工業製品(除 別掲) △2

建設補修 △148

道路関係公共事業 △21

河川 ・下水道 △31

鉄道軌道建設 △11

電力施設建設 △2

電気通信施設 △2

その他の土木建設 △4

家計消費支出 △939

地域内総固定資本形成(公 的) △1,396



廃棄物勘定に関する考察(1)

表2屑 ・副産物発生及び投入表(2/2)

337

(単f立:1子 丁フ∫tiJ)

部門名称 発生部門 名称(屑 ・副産物品 目) 発生額 投入部門名称 投入額

鉄 屑 地域内総固定資本形成(民 間) △3,755

(控除)輸 入(普 通貿易) △1,336

(控除)輸 入商品税 △40

計 △8,770 計 8,770

非鉄金属屑 出版 ・印刷 △79 その他の窯業 ・土石製品 1

鋼管 △5 鋳鍛造品 1

冷間仕上鋼材 △8 アルミニウム 91

めっき鋼材 △7 その他の非鉄金属地金 51

建築用金属製品 △93 非鉄金属素形材 36

ガス・石油機器及び暖厨房機器 △21 その他の非鉄金属製品 23

その他の金属製品 △146 輸出(普 通貿易) 32

その他の一般産業機械 △10 移出計 3,020

鉱山 ・土木建設機械 △1 調整項 1

化学機械 △5

農業機械 ・繊維機械 ・食料品加工 △9

その他の特殊機械 △3

その他の一一般機械及び部品 △5

電気音響機器 △1

民生用電気機器 △1

磁器テープ ・磁器デ ィスク △7

開閉装置制御装置及び配電盤 △5

配線器具 △8

自動車車体 △2

自動車部品 △2

時計 △5

医療機械器具 △1

その他の製造工業製品(除 別掲) △18

家計消費支出 △77

地域内総固定資本形成(民 間) △2,609

(控除)輸 入(普 通貿易) △124

(控除)輸 入品商品税 △4

計 △3,256 計 3,256

そ の 他 の 飲食店(含 喫茶店 ・遊興飲食店) △1,572 酒類 1,665

ガ ラ ス製 品
旅館 ・その他の宿泊所 △153

(含清酒 ・ビール ・添加 用ア ルコー ル ・
ウイスキー類)

家計外消費支出 △84 その他の飲料 288

家計消費支出 △474 調整項 330

計 △2,283 計 2,283

そ の 他 の 化学肥料 △379 板ガラス ・安全ガラス 119

窯業原料鉱物 その他の無機化学基礎製品(含 無機顔料) △98 ガラス繊維 ・同製品 43

板 ガラス ・安全ガラス △230 その他のガラス製品 52

その他の窯業 ・土石 △24 セメン ト 1,038

銑鉄 △24 その他の窯業 ・土石製品(耐 火物) 105

電力(事 業用火力発電 ・自家発電) △2

地域内総固定資本形成(民 間〉 △600

計 △L357 計 L357



平成7年(1995年)

表3北 海道の廃棄物勘定表の試算結果(1/4)
(単位 百万円)

産出額 移 入 輸 入 運輸 ・商業 需要司 生 産
(含輸入税) キわ摯イタル マ ー シ ン 活 動 産 業

財 環境保 その他
護活動 廃劇毎 畦蜂イタ外

麺 羅 殉爵蜘 外部陶 贈 碕獲 鐵

〔1} (2) (3} 鋤 (5) (6) {7} {8) 〔91 隙 ⑳ 曝 〔13) {醤

01)期 首 ス トノク 一 一 一 擢 一 一 一 一 一 晶 鞘 酬 一 吊

02)生 産物の使用 一 17瀞箆 ま墾 17濠 簸 '

03)環 境関連の財貨 ・サービス 粘 脚砦 " 幻醇 'A

鱒 廃繋物処覇サト…娼 麟,無 享 … ㌧ 一 " 鈴.劔 マ 4黛,3欝 額 卜偽強 登 o 鐸 34沿55 唖 十
ノ

鋤 産叢 甑 宕鎗 " 7' 醒 " 認溜認 4疹瀦5き 濁.掌鵠 " a 、、 ¢ 宕実,7⑳ 、 サ

鋤 政跨 45,砦 懸 '{ ' 一 " 婆{}βgs 3.登輿 盆騒萎 β e Lし β 亀溺$
醇)サ サイ〃ル駕 鼠識艦 β £β65 £,{懸 、 、 露諺劔 捻{石舘 1倉δ齢 、 、 '、 " 、 「 ユきβ齢 "

蹴ヲス薦 ・ガ嚢ス搬等 撫奪齢 熔 醸 Q 、 、 蕃.駁 登 ヨ,脚 君β40 、 、 ▲亀 " 、 3.64{} '占

豊緩 14盆 鋒 1,醗 王 1,超1 F' L琶{感 15玉6 1,駆 窃 " 「〒 、、 " 圭,5擁 、 〒

鉄属 7,3糎 β 三.{}移 1、㌍ 彰
4'

舞.7鶏 $,37像 8〒脚夢 '4 、 、、 " 韓霊7母 、

震織繍 屑 3,ま器 ・ 倉 嬢& 鍛霞 く{ 言溌銘 瓢4 a蟹 、 《 F' く 十 霊鍵

08)そ の他の財貨 ・サービス 双 弱彦 蕊琴 鐸.髄 'A

09)生 産される資産の使用 一 一 一
露、57震 珍 襲譲鑓 く÷

10)環 境保護資産の固定資本減耗 一 一 一 £.き箆 1含 含,緬 一 酬

欝 醸鋼晦処趣資麹)麟鞍織 耗 執 岬 凸 7β ア7 珍57薯 津,醍》 翼,轟72 鴛 津、灘o 晶 晶

12)そ の他の資産の固定資本減耗 一 一 一 騨 醒 w "

13)自 然資産の使用(帰 属環境費用) 、 、 一 一 導、{≧47 ノ' 響,%7 βA

1〈壕 麗簗物難 雛縣 寳}β熱 ' 77 " 一 一 殉診鋭 曇遜醜 §《{虜 9β47 §《甑 掌 蹄 ¶T

ま多)去 気湾麹 ま齢 " " " 醒 酬
ユ盤 罰 ' '7 、 、 A、 津母 、 サ

ま餐)地 載温劇 七 4,鑛 む くく く 一 一 瓜珊 1雛7 王》紛7 駕器7 卜L L鐡7
獅 最終越脅 茄、鵡1 、、 、 、 、 、 粕 w 蕊{1各1 金王2殺 $.ま鉛 琴、1舶 ダ' 鼠三妻Q A、 "

18)そ の他 ● ● 、 、 一 一
LL ♂ 6ゐ

19)国 内純生産 一 一 w 一 一 書宕。盆7葭 盤 ・認 `猫 、7

20)純 間接税 一 一 岬 一 一 琴.憩7 ウ ・ $、紛7 、

2D間 接税 一 一 一 一 一 一 亀憩7 轟 書,1併 '

22)(控 除)環 境 関連の補助金 一 一 一 嚇 一 一 w 醒 鴨 一 w

鍵)擁 鋤 熱理の補晦禽 一 } 『 } 一 『 一t主 一1ユ 一1王 一鍛 一 一疑 一 一

24)(控 除)そ の他の補助金 一 一 一 酬 一 一 一 蘭 w 醒 、 ∀

25>雇 用者所得 一 一 晶 一 一 鍛洋鶴 黙 鋤 》1{弼
26)営 業余剰 一 一 w 一 一 趨滋王4 斤 臥合猛 'A

27)産 出額 一 一 一 一 一
毒3、4麗 1鈴 駆,顯2 砿{遡

28)帰 属環境費用の調整i 一 一 一
w

一 一 一 一 一 F 一 一 一 一

29)そ の他の調整 一 一 一 酬 一 一 一 一 一 酬 嚇 酬 _「 齢

30)期 末ス トノク
一 一 一 削 一 一 一 一 一 晶 鞘 岬 一 酷

出力表示で,「 一」は概念的に存在しないセルを,「 」は推計で きないため数値を計上しないセルをそれぞれ表す。

網掛け部分は,廃 棄物処理 ・リサイクルに関係するセルを表す。

動
鮎
◎◎

理

器

一
魂
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表3北 海道の廃棄物勘定表の試算結果(214)
(単位'百 万円)

最終消
政 府 対家計民間 費支出 政 府現 実 道内家
環境保 その他 非営利団体 (集 合) 計現実 道 内 対家計民間 政 府現 物 リサぜケ浄
護活動 麗撰窃 ウサイクル 家 計 非営利団体 社 会移 転 選の 欝 超
難 理 鷺 の 産 鶴

(1励 {16} ㈱ {18} 韓 ⑳ ⑳ ⑳ ㈱ ⑳ ㈱ ㈱ 鋤

01)期 首ス トソク 一 一 納 一 、 、 一 } 一 一 一 一 一 w

02)生 産物の使用 ユ轟」鴎

03)環 境関連の財貨 ・サー ビス 1鱒 r' . "

㈱ 廃葉霧媛 鯉 一ビ鑑・ 1鼠§マア 煙 夢 三鼠瞬 ♂' 1、各韮ま 豹,轟鱒 、 、 騨,蓑難 3.9駆 夢 蕊5働 'A

醐 獄楽 認β解 ¢ 穀 譜β駆 、 馬 圭〉搬 焦鮪露 ' 護,{瀦 春β63 登 「T 「 十

9春)演 府℃ 7鎚 疹 e 7幼 ㌧ 、 器 赫β繊 'A 43、弓心‡ ま、臼識 砂 如,聡 § 、 、

q7)㌻ 陽 イタヲ鋤 卜P く イ 7 ト} 卜 」 藩 {÷ β e ' '

ガ暫 ス展 ・ガヲ訊幾奪 " 、 、 、 、 ワ' " " Y' 、 ▼ 、 、 'A " " "

言紙 ' 、 ÷ 」 " ' " 、 、 、 」A {' イ 」 4ゐ

鰯 、 、 " Ψ' 、 、 、 、 、、 、 ' 7' ヤ7 、 ■ 、 、 「 ▼

穽鑛壷属瑠 、、 'A ' 、 、 、、 、、 Aし のA 」' 、 、 、 、 、 、 、

08)そ の他の財貨 ・サーヒス 蝿 ト鮒4 rF "

09)生 産される資産の使用 峯.$髄 「' 一 皿 『 一 　 一 酬

10)環 境保護資産の固定資本減耗 4$o萎 一 一 , 一 一 一 一 一 一 一

まま)麟 臓 姓麗資醗⑪獄憲資轍 4諺筋 彗、8鱒 4嘱 嚇 w 、、 w w 酬 踊 顎 聯 顎

12)そ の他の資産の固定資本減耗 一 { Lト 一 一 一 一 一 一 晶

13)自 然資産の使用(帰 属環境 費用) ⑳.麟 ぞ グ7 o "

瑚 霞練 物錨理鰻蕉 髄 、2蔚 繊 怨孚 鈴濃4? ♂∠ ' " ' 、 」ち 」 幽 " " '∴

紛 太気濡染 1ま3 1鴬 主捻 、r 、 、 、、 、 F' 、ヤ 、 、 r、 、T

鰯)'地 球濫靴 3は 獺 呂、篇3 言駕3 覧、 」 、 し し A㌧ 'A '♂ 、' 、 、 、 、 、 ヤ

17)最 整薙砂 鍵,級1 騨,磁 宝 雛譲1 F' 「7 PP 7卜 「 〒 、 、 ' "

18)そ の他 r' o "

工9)国 内純生産 欝.7鑛 一 一 一 一 一 一 一

20)純 間接税 2賢1 、 、 一 一 一 一 一 一 鞘

21)間 接税 留三 Lし 一 一 一 一 一 一 凸

22)(控 除)環 境関連の補助金 一 一 一 　 一 一 一 一 一 一 一 一 一

照)廃 棄鞠雄動 禰助金 F晶 霜 w 酬 晶 酬 飴 糖 席 w 醒 甜 酬

24)(控 除)そ の他の補助金 一 一 一 一 一 一 一 『 一 一 一 一 一

25)雇 用者所得 齢,照5 、 、 一 一 一 一 一 一 畝

26)営 業余剰 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

27)産 出額 砥鰯 勧 一 一 一 一 一 一 《届 劒
28)帰 属環境費用の調整 一 一 田 一 晶 一 一 一 一 一 一 一 岬

29)そ の他の調整 一 一 ' う 一 腎 一 一 一 一 一 一 一 鴇

30)期 末ス トノク
一 一 萌 一

w
一 一 一 一 一 一 一 粕

出力表示で,「 一」は概念的に存在 しないセルを,「 」 は推計て きないため数値を計上 しないセルをそれぞれ表す。

網掛け部分は,廃 棄物処理 ・リサイクルに関係するセルを表す。
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表3北 海道の廃棄物勘定表の試算結果(3/4)
(単位'百 万円)

非金融資産の蓄
積 と ス トッ ク 生産され

る 資 産 人工資産 育成資産
環 境 保 そ の 他
護 資 産 廃漿物 }ヌサイグル

姫 理 燈 蒙 敷 虜 選 の塵 畠 建 難 敏 膨
㈱ ㈲ ㈹ ㈹ ㈱ 爾 爾 岡 ㈱ 劔 囎 闘

01)期 首ス トノク 鈴乖ソ7簿 呂5欝 4賠30◎ 、㍉

02)生 産物の使用 鈴,5樋 ユ譲級 言8β舗 '、 '曳 "

03)環 境関連の財貨 ・サー ビス 一 一 一 一 晶 鞘 嚇 一 AL 'ゐ 4∫

鱒 灘 紬 処場サ㎞鞍漁 1"
、 「
A

、、 一 一 一 一 Y「 7「 「7 {、 一

伽 産樂 ・・ 、 、 、、 鴨 w 醒 酬 ' vげ 、 ゲ 、 、 嚇

灘)敏 騰 ・・ 一 一 一 一 一 一 ρ }

qカ リ響イクル財 鶴 踏 器 舶 菌 鞘 粘 鰺 7倉 甥 夢' "

ぼラス薦 ・頭塑ス縛 拶 駐 β 晶 一 陥 職 凝 霧 拶 イ♂ ♂A

難鷲 73 俺、 施 腎 胃 艀 酬 鴇 7菖 捻 、、 、 、

鉄贋 o q 偉 脚 w 削 酬 倉 愈 Q 、 、 、 、

亭轍 金属屑 " 鼻 偉 一 一 〒 一 合 合 o " "

08)そ の他 の財貨 ・サービス 翻,辱囎 ま,鐡4 器β簾 w w 岬

09)生 産 される資産の使用
一蓄瀞鷲 一亀騨諺 FF ヤ ヤ イ十 、 ■

10)環 境保護資産の固定資本減耗 一箪.箏7褒 魂 溜 震 「' 一 納 鯖 鴇 一

掬 廃轍 購 資藤硝鐡定資欄 占 晶 凸 占 一彦5捻 一馨57屡 《 晶 晶 一 一 一

12)そ の他の資産の固定資本減耗 一 繭 鞘 w '馬 ' "

13)自 然資産の使用(帰 属環境費用) 一 一 晶 晶 嚇 一 w w 岬

鱒 騰藁物撫 欝慈 一齢 ,象錘 、¶ 腎 腎 膏 w 所 一 一 煽 廿 、、

綱 蛮気鱒軸 晶聡3 、℃ 鞘 鞘 w 酬 酬 晶 鯖 鯖 鞘 、、

鋤 地無灘暖紘 一4β鈴 " 一 一 一 } 一 一 一 一 一 7'

三?)最 終処瀞 酬衡 ,拶ユ " 醒 醒 鯖 鞘 粘 轡 w w 醒 "

18)そ の他
一 一 一 一 一 一 一 一 一

19)国 内純生産
一 一 一 一 轡 醒 酬 一 酌 納 粘 一

20)純 間接税 一 一 一 一 w 甜 晶 一 晶 晶 晶 一

21)間 接税 一 一 一 一 薗 w 帖 一 響 轡 響 　

22)(控 除)環 境関連の補助金 一 一 一 一 鯖 ,鞘 嚇 一 w w 酬 一

鋤 騒簾物廼理め補助禽 、 一 一 一 一 一 一 一 一 〒 } 一 一

24)(控 除)そ の他の補助金 一 一 一 一 w 酬 醒 一 晶 吊 粘 一

25)雇 用者所得 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

26)営 業余剰 一 一 一 一
M 粘 粘 一 w 脚 酬 一

27)産 出額 一 一 一 一 凸 幽 瓢 『 ⑱β朗 《6、鰍} 鉱3%〉 一

28)帰 属環境費用の調整 一 一 騨 w 醒 一 市 胎 粘

29)そ の他の調整 醒聡 .容綴 s3$ 鯖照 }を蹄 、 、く

30)期 末ストソク 齢む麗 $,{鵬 ・ 翻 馨,1ユ享 % ' "

出力表示で 一 「一」は概念的に存在 しないセルを一 「 」は推計できないため数値 を計上 しないセルをそれぞれ表す。

網掛け部分は一廃棄物処理 ・リサイクルに関係す るセルを表す。
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表3北 海道の廃棄物勘定表の試算結果(414)
(単位'百 万円)

輸 出 移 出 不 突 合
生産され
ない資産 大 気 土 地 そ の 他

㈹ ⑳ ㈹ 催3} (4萄 ㈲ @6)

01)期 首ス トノク 『 『 一 一

02)生 産物の使用 ●

03)環 境関連の財貨 ・サー ビス ●

㈱ 廃葉麹麹理働一ビ騰 ず 、 、 、 、 占 、 彰 9 奪

醐 蛮鑑 ㌃

' ア' 甲F 笹 G ¢

鋤 澱府 A」 " " ♂' 、 、 、、 夢

㈱ 琴サィタル鍵 十卜 《 十 羅o 翫{灘 o

戴鷺ス屑'ガ 鷺溝鱒 ir 、 、 、 、 、 、 ¢ ¢ q

善紙 「 、 ♂ ㌔ 、 占 、 疹 敏 ⇔

蜘 蒔 、 " 77 甲r 4舘 主匿 鍔

罪鑛金属璃 AL " " ' 駕 3,㈱ 彰

08)そ の他の財貨 ・サービス

09)生 産 される資産の使用 一 一 一 一 一 一 一

10)環 境保護資産の固定資本減耗 一 一 一 一 一 一 一

まユ)廃 鞠 廼鰹資幽 瀬麟 轍 轡 w 醒 酌 蘭 粘 酬

12)そ の他の資産の固定資本減耗 一 一 一 一 一 一 一

13)自 然資産の使用(帰 属環境費用) . , 一

瑚 寵雍物雌 駕縣 一7登β欝 嚇嚢
{{講隷

岬55 ,韻工 AL 'A イ' 晶

1勤 大磯鰍 71鵠 ㌧ 工器 7' ▼' 「 〒 、、 一

醐 地域温劇 匿 測雀.霧 ひ, 酬↓%σ " ' 、 ザ 、、 醒

甥 最終鎚分 一台5131 イ 、 一鱒
》13主 、 " 一

18)そ の他 , 9 一

19)国 内純生産 一 一 一 一 一 一 一

20)純 間接税 一 一 一 一 一 一 一

21)間 接税 一 一 一 一 一 一 一

22)(控 除)環 境関連の補助金 一 一 一 一 一 一 一

認}歴 棄醜廼謬の繍助金 酬 鞘 嚇 w 酬 酬 一

24)(控 除)そ の他の補助金
一 一 一 一 一 一 一

25)雇 用者所得 一 一 一 一 一 一 一

26)営 業余剰 一 一 一 一 一 一 一

27)産 出額 一 一 一 一 一 一 一

28)帰 属環境費用の調整 一 一 一

29)そ の他の調整 ● 一 一 一

30)期 末ス トノク 一 一 一

出力表示で,「 一」は概念的に存在 しないセルを,「 ・」は推計できないため数値を計上 しないセルをそれぞれ表す。
網掛け部分は,廃 棄物処理 ・リサ イクルに関係するセルを表す。

海

π
瑠
尋

が
瞭

彌

(一
)

免
叙
N


